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24）　Georg Jellinek, Allgemeine Staatslehre, Dritte Auflage, Siebenter Neudruck, unter Verwertung des 
handschriftlichen Nachlasses durchgesehen und ergänzt von Waler Jellinek, 1960, Hermann Gentner 






　Japan Times，July 20， 2006では，「1950年代，60年代にCIAが自民党に資金提供していたことを
アメリカが認めた」との記事が掲載されている。最初の一文は，「火曜日に公表されたアメリカの文
書によれば，自民党主導の政府を安定させ，革新派政府が出現するのを阻止するため，CIAは1950
年代，60年代と自民党に秘かに資金提供した」と記されている。
　安倍首相の祖父岸信介はアメリカCIAの秘密資金援助で左翼勢力の拡大を阻止し，自民党の政権を
維持した26）。映画『ANPO』でも紹介されているように，「経済的に支援してもらえば自民党を結成し
て米国を支援します」と「岸〔首相〕は米国に自らを売り込んだ」。そして「CIAは何百万ドルも使っ
て自民党や保守層，つまり岸のような政治家を支援した」。
（2）「在日アメリカ軍は日本を守る」？
　以上のような在日アメリカ軍の状況を目の当たりにしても，「アメリカ軍は日本を守るから仕方が
ない」と擁護する主張が聞かれる。本当にアメリカは日本を守るのだろうか？　今のトランプ大統領
がアメリカ国民を犠牲にして日本を守ると本当に考えているのであろうか？　「日本を守るために米
軍が日本に駐留しているわけではない」（1982年4月21日米上院でのワインバーガー国防長官）のよ
うに，アメリカ軍は日本を守るために日本に駐留しているわけでないとたびたび発言している。「他
国の善意を信じるほど愚かなことはない」とアメリカ大統領ジョージ・ワシントンが発言しているよ
うに，アメリカはアメリカの利益のために行動しているという事実を冷静に認識することが必要であ
る。
7　おわり
　以上，最近の在日アメリカ軍の現状を紹介した。アメリカ軍人は日本で戦闘機を手放しで操縦して
いたり，オスプレイなどの訓練ではデッキをあけ，住宅地に向けて銃を構えている。アメリカ軍によ
る墜落事故・落下事故・不時着は依然として減ることはない。本稿【写真3】でも紹介したように，
オスプレイは日本全土を飛び回っている。横須賀基地では日本との約束を守らずに放射能にさらされ
た物質の搬出をおこなっている。こうした米軍の行動により，「戦争や軍隊によって自己の生命を奪
われない権利，あるいはそれらによって生命の危険にさらされない権利」である「平和的生存権」が
奪われ，あるいは脅かされている。
　また，在日アメリカ軍人などによる犯罪について，日本当局が裁くことができず，民事上の賠償も
支払わせることができない。アメリカ政府が肩代わりすることもほとんどなく，アメリカ軍人が払う
べき賠償金を日本政府が支払っている。アメリカ原子力空母の放射性物質搬出の事例や日本人警備員
の「銃携帯」の個所でも紹介したように，アメリカは日本の法令，あるいは日本との約束を守らない。
とてものこと，日本は「主権国家」とは言えない状況にある。しかし，これで良いのだろうか？
26）　詳細はティム・ワイナー著・藤田博司・山田侑平・佐藤信行訳『CIA秘録上』（文春文庫，2011年）参照。
在日米軍基地と日本国憲法
― 15 ―
　「ドイツでも，韓国でも，イラクでも，地位協定に関してアメリカの譲歩を引き出す最大の要因となっ
たのは，受入国の「国民感情」です。「ここで譲歩しなければ，反米感情あるいは反米軍基地感情が
高まってまずい」と判断したとき，アメリカ側は譲歩する」」27）と指摘されている。1950年代，アメ
リカが日米安保条約の改定交渉に臨まざるを得なかったのは，日本各地で発生する，反米基地闘争に
アメリカが危機感を抱いたからであった。明治時代の日本の政治家たちは，江戸時代末期に江戸幕府
が締結した「不平等条約」，とりわけ「関税自主権」の回復と「治外法権」の撤退を求めて必死に努
力してきた。一方，いまの政治家たちはどうか。たとえば安倍首相は2013年5月14日参予算委員会で，
「60年に安保を改定して，日本に対する防衛義務，これは五条ですが，防衛義務を課し，同時に地位
協定をこの段階では言わば勝ち得たわけでございまして……」，「他国との地位協定との比較において
も，日米地協定が接受国側にとり特に不利なものとなっているとは考えておりません」等と発言して
いる。明治時代の政治家とは全く異なると感じるのは私だけだろうか。残念なことに，日本の政治家
や防衛省官僚などは，アメリカ軍が日本の法令を守らなくても何も言わず，日本人がアメリカ軍人の
犯罪の被害者となっても，アメリカ側を支援する。こうした政治家や官僚たちでは日本の市民を守る
ことはできない。私たちはこうした政治たちに対してどう向かい合うべきか。政治の良しあしは，私
たち主権者が政治にどう向かい合うかで決まる。日本の市民の平和と安全を守るためには，私たちは
選挙で適切な意志表示をすること，そして最近では，香港でのデモが注目・支持を集めているように，
権力者による非道・不法な行為に対しては「表現の自由」（憲法21条）などを根拠とする，集会やデ
モなどで意志表示をすることが求められる。
27）　伊勢﨑賢治・布施祐仁編『主権なき平和国家　地位協定の国際比較から見る日本の姿』（集英社，2017年）
240頁。
